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計画の策定体制
○　子供・子育て施策推進本部（平成25年度）
　庁内横断組織として、副知事を筆頭とする「子供・子育て施策推進本部」を設置し、
同本部のもとに「計画策定・評価部会」を置き、「東京都子供・子育て支援総合計画」
の策定を進めました。
　計画の開始年度である平成27年度以降は、計画の進捗管理を毎年度行っており、
平成28年度には評価指標の設定を行いました。
　また、平成27年度には新たに「子供の貧困対策推進連携部会」を置き、子供の貧
困対策への取組のさらなる推進に取り組んでいます。

○　東京都子供・子育て会議（平成25年度～）
　幼稚園や保育所などの子育て支援事業者、子育て中の都民、学識経験者、区市町村
の代表者、経済界の代表者など、25名の委員と４名の臨時委員で組織する「東京都
子供・子育て会議」を条例に基づいて設置し、都が策定する計画や、施策の総合的か
つ計画的な推進に関して検討を行い、ここで頂いた専門的な立場からの意見や指摘を
「東京都子供・子育て支援総合計画」に反映させました。
　平成27年度以降は、計画の実施に生かしていくため、計画の進捗管理や評価指標
の設定、中間評価等に関して検討を行っています。

○　次世代育成支援行動計画懇談会（平成22年度～平成26年度）
　学識経験者、子育て支援活動団体の代表など、12名の委員で構成する「次世代育
成支援行動計画懇談会」を平成22年度から26年度まで毎年度開催し、次世代後期計
画の進捗状況や事業効果等について意見や助言を頂きました。頂いた意見や助言は、
東京都子供・子育て会議に報告するとともに、都が計画を策定する上で、参考としま
した。
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子供・子育て施策推進本部設置要綱

� 平成25年10月15日
� 25福保子計第356号
� 福祉保健局長決定

（目的）
第１　子供・子育て施策を総合的かつ効果的に推進するため、関係各局の密接な連携により課題を検討し、政
策の方向を示すとともに、都民や企業などに対して子供・子育て支援の気運を醸成することを目的として、
子供・子育て施策推進本部（以下「本部」という。）を設置する。

（基本方針）
第２　検討及び取組に当たっては、次の事項を基本的な方針とする。
（１）企業や都民に積極的に発信すること。
（２）機動的かつ連続的な取組とすること。
（３）局の垣根を越え、横断的に取り組むこと。

（検討事項）
第３　本部は、次に掲げる事項について検討を行う。
（１）東京都における子供・子育て支援の気運醸成に向けた取組に関すること。
（２）子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第62条及び次世代育成支援対策推進法（平成15年法律

第120号）第９条に基づく東京都子供・子育て支援総合計画の策定、推進、点検、及び評価に関するこ
と（次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第９条第６項に基づく「措置の実施状況の公表」
に関することを含む。）。

（３）子どもの貧困対策の推進に関する法律�（平成25年６月26日法律第64号）第４条に基づく子供の貧困対
策に関すること。

（４）その他、東京都の子供・子育て施策に関し必要な事項に関すること。

（組織）
第４　本部は、本部長、副本部長及び委員により構成する。
２　本部長は、福祉保健局に関することを担任する副知事の職にある者をもって充てる。
３　副本部長は、福祉保健局理事（少子高齢化対策担当）、生活文化局長、教育庁次長の職にある者をもって
充てる。

４　本部長は、本部を主宰する。
５　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職務を代理する。
６　委員は、原則として部長級職員とし、別表１に掲げる職にある者をもって充てる。ただし、本部長は、検
討状況に応じて、別表１に掲げる者以外の者を委員として指名することができる。

（本部の運営）
第５　本部は、本部長が招集する。
２　本部の運営は、福祉保健局、生活文化局、教育庁が連携して担当するものとする。

（意見の聴取）
第６　本部長は、必要に応じて、外部の有識者等に対し出席を求め、又はその他の方法により、その意見を聞
くことができる。

（部会）
第７　本部に「計画策定・評価部会」及び「子供の貧困対策推進連携部会」を設置する。
２　「計画策定・評価部会」の組織は次のとおりとする。
（１）計画策定・評価部会委員は、原則として課長級職員とし、別表２に掲げる職にある者をもって充てる。
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ただし、本部長は、検討状況に応じて、別表２に掲げる者以外の者を部会委員として指名することがで
きる。

（２）計画策定・評価部会に部会委員の中から部会長及び副部会長を置く。
ア　部会長は、福祉保健局少子社会対策部子供・子育て計画担当課長の職にある者をもって充てる。
イ　副部会長は、生活文化局私学部私学行政課長及び教育庁地域教育支援部義務教育課長の職にある者
をもって充てる。

３　「子供の貧困対策推進連携部会」の組織は次のとおりとする。
（１）子供の貧困対策推進連携部会委員は、原則として課長級職員とし、別表３に掲げる職にある者をもって

充てる。ただし、本部長は、検討状況に応じて、別表３に掲げる者以外の者を部会委員として指名する
ことができる。

（２）子供の貧困対策推進連携部会に部会委員の中から部会長及び副部会長を置く。
ア　部会長は、福祉保健局少子社会対策部計画課長の職にある者をもって充てる。
イ　副部会長は、福祉保健局生活福祉部計画課長の職にある者をもって充てる。

４　部会は、部会長が招集する。
５�　部会長は、検討事項に応じ一部の部会委員のみを招集し、部会を開催することができる。
６�　部会長は、必要に応じて、外部の有識者等に対し出席を求め、又はその他の方法により、その意見を聞く
ことができる。

（幹事会）
第８　本部の円滑な運営を図るため、幹事会を設置することができる。
２　幹事は、本部長が指名する、原則として課長級職員とする。
３　幹事会に幹事の中から本部長が指名する幹事長を置くこととする。
４　幹事会は幹事長が招集する。
５　幹事長は、検討事項に応じ一部の幹事のみを招集し、幹事会を開催することができる。

（事務局）
第９　本部の事務局を福祉保健局少子社会対策部に置く。
２　生活文化局私学部及び教育庁地域教育支援部は、事務局を補佐する。

（雑則）
第10　この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。

附　則（26福保子計第202号）
この要綱は、平成26年６月５日から施行する。

附　則（26福保子計第472号）
この要綱は、平成26年９月１日から施行する。

附　則（27福保子計第1060号）
この要綱は、平成28年１月21日から施行する。

附　則（27福保子計第1166号）
この要綱は、平成28年２月22日から施行する。

附　則（28福保子計第98号）
この要綱は、平成28年４月13日から施行する。

附　則（28福保子計第1232号）
この要綱は、平成29年１月16日から施行する。
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別表１　子供・子育て施策推進本部委員
局　名 職　名

政策企画局 調整部長

青少年・治安対策本部 青少年対策担当部長

総務局 首都大学調整担当部長
労務担当部長

主税局 税制調査担当部長

生活文化局
総務部長
男女平等参画担当部長
私学部長

オリンピック・パラリンピック準備局 総合調整部長

都市整備局 企画担当部長
住宅政策担当部長

福祉保健局

企画担当部長
医療政策部長
保健政策部長
生活福祉部長
少子社会対策部長
子供・子育て施策推進担当部長
障害者施策推進部長
健康安全部長

病院経営本部 経営企画部長

産業労働局 産業企画担当部長
雇用就業部長

建設局 企画担当部長

交通局 企画担当部長

教育庁

教育政策担当部長
都立学校教育部長
地域教育支援部長
指導部長

警視庁
交通部交通総務課長
生活安全部生活安全総務課長
生活安全部少年育成課長
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別表２　計画策定・評価部会委員
局　名 部　名 職　名

政策企画局 調整部 政策担当課長

青少年・治安対策本部 総合対策部 企画調整担当課長

総務局 人事部 職員支援課長

主税局 税制部 税制調査課長

生活文化局

総務部 企画担当課長

都民生活部 男女平等参画課長

私学部
私学振興課長
企画担当課長
私学行政課長

オリンピック・パラリンピック準備局 総務部 企画担当課長

都市整備局
総務部 企画担当課長

住宅政策推進部 計画調整担当課長

福祉保健局

総務部 企画政策課長

医療政策部 医療政策課長

保健政策部 保健政策課長

生活福祉部 計画課長

少子社会対策部

計画課長
子供・子育て計画担当課長
育成支援課長
保育支援課長
家庭支援課長
事業推進担当課長

障害者施策推進部 計画課長

健康安全部 健康安全課長

病院経営本部 経営企画部 経営戦略担当課長

産業労働局
総務部 企画担当課長

雇用就業部 労働環境課長

建設局 総務部 計画担当課長

交通局 総務部 企画調整課長

教育庁

総務部 教育政策課長
企画担当課長

都立学校教育部 高等学校教育課長

地域教育支援部 義務教育課長
生涯学習課長

指導部 指導企画課長
義務教育指導課長

警視庁

交通部 管理官（交通総務課課長代理）

生活安全部 管理官（生活安全総務課課長代理）

生活安全部 管理官（少年育成課課長代理）

資
料
編

216



別表３　子供の貧困対策推進連携部会委員
局　名 部　名 職　名

政策企画局 調整部 政策担当課長

青少年・治安対策本部 総合対策部 企画調整担当課長

総務局 総務部 大学調整担当課長

生活文化局 私学部 私学振興課長

福祉保健局

総務部 企画政策課長

生活福祉部 計画課長
生活支援課長

少子社会対策部

計画課長
家庭支援課長
育成支援課長
保育支援課長
子供・子育て計画担当課長
事業推進担当課長

産業労働局 雇用就業部 計画調整担当課長

教育庁

総務部 教育政策課長

地域教育支援部 生涯学習課長

指導部 企画推進担当課長

警視庁 生活安全部 管理官（少年育成課課長代理）
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○東京都子供・子育て会議条例
� 平成二五年六月一四日
� 条例第一〇六号
　東京都子供・子育て会議条例を公布する。

東京都子供・子育て会議条例
（設置）
第一条　子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第七十七条第四項及び就
学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法
律第七十七号。以下「認定こども園法」という。）第二十五条の規定に基づき、知事の
附属機関として東京都子供・子育て会議（以下「会議」という。）を置く。

（所掌事項）
第二条　会議は、子ども・子育て支援法第七十七条第四項各号並びに認定こども園法第
十七条第三項、第二十一条第二項及び第二十二条第二項の規定によりその権限に属させ
られた事項を調査審議する。

（組織）
第三条　会議は、委員二十五人以内で組織する。
２　委員は、子ども・子育て支援法第七条第一項の子ども・子育て支援に関し識見を有す
る者のうちから、知事が任命する。

（委員の任期）
第四条　委員の任期は、二年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただ
し、再任を妨げない。

（臨時委員）
第五条　特別の事項を調査審議するため必要があるときは、会議に臨時委員を置くことが
できる。
２　臨時委員は、知事が任命する。
３　臨時委員の任期は、当該特別の事項に関する調査審議に必要な期間とする。
（会長及び副会長）
第六条　会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
２　会長は、会議を代表し、会務を総理する。
３　副会長は二人とし、会長を補佐するとともに、会長に事故があるとき、又は会長が欠
けたときは、その職務を代理する。

（議事）
第七条　会議は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。
２　会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。
３　会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに
よる。

（部会）
第八条　会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。
２　部会は、会長が指名する委員及び臨時委員で組織する。
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３　部会に部会長を置き、当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。
４　部会長は、当該部会の事務を掌理し、当該部会における審議の経過及び結果を会議に
報告する。
５　部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、当該部会に属する委員のうち
から部会長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。
６　会議は、その議決により部会の議決をもって会議の議決とすることができる。
７　前条の規定は、部会に準用する。この場合において、同条中「会議」とあるのは「部
会」と、「会長」とあるのは「部会長」と読み替えるものとする。

（幹事）
第九条　会議に幹事十人以内を置き、うち一人を幹事長とする。
２　幹事長及び幹事は、知事が任命する。
３　幹事長及び幹事は、会長の命を受け、会務を処理する。
（書記）
第十条　会議に書記を置く。
２　書記は、知事が任命する。
３　書記は、上司の命を受け、庶務に従事する。
（委任）
第十一条　この条例に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が会議に
諮って定める。

　　　附　則
（施行期日）
１　この条例は、平成二十五年七月一日から施行する。ただし、第一条及び第二条の規定
（認定こども園法に係る部分に限る。）は、就学前の子どもに関する教育、保育等の総
合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成二十四年法律第六十六号。
以下「認定こども園法改正法」という。）の施行の日（以下「一部施行日」という。）か
ら施行する。

（認定こども園法に係る特例）
２　会議は、一部施行日前においても、認定こども園法改正法による改正後の認定こども
園法（以下「新認定こども園法」という。）第二十五条の規定によりその権限に属させ
られる事項（新認定こども園法第十七条第三項の規定に係るものに限る。）について調
査審議することができる。
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第一期（平成25年10月～平成27年10月）東京都子供・子育て会議　委員名簿
（五十音順・敬称略）

区　分 氏　　名 所　　　　属
（※任期末日のもの）

計画策定・
推進部会 任期

会 　 長 網野　武博 東京家政大学特任教授 ※
委 員 安念　潤司 中央大学法科大学院教授 ○
委 員 石橋　悦子 東京都発達障害者支援センター センター長代行 ○ 平成26年９月まで
委 員 入谷　幸二 東京都私立幼稚園連合会会長 ○
委 員 大谷　隆興 東京都民生児童委員連合会副会長 ○ 平成25年11月まで
委 員 小野関　和海 一般社団法人東京都小学校PTA協議会会長 ○ 平成27年９月から
委 員 小原　聖子 （都民公募） ○
副 会 長 柏女　霊峰 淑徳大学総合福祉学部教授 ◎
委 員 川下　勝利 東京都民間保育園協会副会長 ○ 平成26年４月から
委 員 河村　文夫 奥多摩町長
委 員 岸井　慶子 青山学院女子短期大学子ども学科教授 ○
委 員 清原　慶子 三鷹市長
委 員 駒崎　弘樹 全国小規模保育協議会理事長 ○
委 員 小山　貴好 学校法人常盤学園理事長 ○
委 員 斉藤　和巳 東京都民間保育園協会会長 ○ 平成26年３月まで
委 員 榊原　智子 読売新聞東京本社調査研究本部主任研究員 ○
委 員 佐藤　博樹 中央大学大学院戦略経営研究科教授 ○
委 員 市東　和子 東京都民生児童委員連合会副会長 ○ 平成26年１月から
副 会 長 柴崎　正行 大妻女子大学家政学部教授 □
委 員 田代　恵美子 東京都国公立幼稚園・こども園長会会長 ○ 平成27年６月から
委 員 都賀　香子 （都民公募） ○
委 員 成澤　廣修 文京区長
委 員 柊澤　章次 東京都社会福祉協議会保育部会部会長 ○
委 員 福井　直美 東京都国公立幼稚園長会会長 ○ 平成27年３月まで
委 員 福田　泰也 東京商工会議所産業政策第二部副部長 ○ 平成26年４月から
委 員 松田　妙子 NPO法人せたがや子育てネット代表理事 ○
委 員 間部　彰成 東京商工会議所理事・産業政策第二部部長 ○ 平成26年３月まで
委 員 溝口　義朗 認証保育所ウッディキッズ施設長 ○
委 員 峯岸　道隆 一般社団法人東京都小学校PTA協議会会長 ○ 平成27年６月まで
委 員 村上　　稔 連合東京副事務局長（政策局長） ○
委 員 山﨑　順子 東京都発達障害者支援センター センター長 ○ 平成26年10月から
専門委員 金子　正博 品川区子ども未来事業部長 ○ 平成26年３月まで

専門委員 久住　智治 文京区男女協働子育て支援部長 ○ 平成26年４月から
平成27年３月まで

専門委員 清水　信行 奥多摩町福祉保健課長 ○
専門委員 林　　顕一 文京区男女協働子育て支援部長 ○ 平成27年９月から
専門委員 正木　忠明 東京都医師会理事 ○
専門委員 宮﨑　　望 三鷹市子ども政策部調整担当部長 ○

◎部会長　　□副部会長　　※オブザーバー
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第二期（平成27年12月～平成29年12月）東京都子供・子育て会議　委員名簿
（五十音順・敬称略）

区　分 氏　　名 所　　　　属
（※任期末日のもの）

計画策定・
推進部会 任期

委 員 青嶋　暁子 株式会社暁コーポレーション代表取締役社長 ○
委 員 安念　潤司 中央大学法科大学院教授 ○
委 員 内野　光裕 東京都私立幼稚園連合会副会長 ○
委 員 桶田　ゆかり 東京都国公立幼稚園・こども園長会会長 ○ 平成29年7月から
委 員 小野関　和海 一般社団法人東京都小学校PTA協議会会長 ○ 平成29年6月まで
委 員 小俣　みどり NPO法人子育てネットワークピッコロ理事長 ○
会 　 長 柏女　霊峰 淑徳大学総合福祉学部教授 ※
委 員 川下　勝利 東京都民間保育園協会会長 ○
副 会 長 河邉　貴子 聖心女子大学教育学科教授 ○ 平成29年1月まで
委 員 河村　文夫 奥多摩町長
委 員 岸井　慶子 青山学院女子短期大学子ども学科教授 ○
委 員 城所　真人 東京都社会福祉協議会保育部会部会長 ○ 平成29年7月から
委 員 清原　慶子 三鷹市長
委 員 小山　貴好 学校法人常盤学園理事長（幼保連携型・羽根木こども園） ○
委 員 市東　和子 東京都民生児童委員連合会副会長 ○
副 会 長 柴崎　正行 こども総合研究所所長 ○ 平成28年10月まで
委 員 杉崎　友則 東京商工会議所産業政策第二部副部長 ○ 平成29年8月から
委 員 田口　いづみ 東京都家庭的保育者連絡会 会長 ○
委 員 田代　恵美子 東京都国公立幼稚園・こども園長会会長 ○ 平成29年4月まで
委 員 成澤　廣修 文京区長
委 員 野村　浩子 ジャーナリスト、淑徳大学人文学部表現学科長・教授 ○
委 員 濵﨑　めぐみ （都民公募） ○
委 員 柊澤　章次 東京都社会福祉協議会保育部会部会長 ○ 平成29年4月まで
委 員 東谷　久美 （都民公募） ○ 平成29年4月まで
委 員 樋口　美津子 社会福祉法人嬉泉めばえ学園（児童発達支援センター）園長 ○
委 員 福田　泰也 東京商工会議所産業政策第二部担当部長 ○ 平成29年5月まで
委 員 松田　茂樹 中京大学現代社会学部教授 ○
副 会 長 松原　康雄 明治学院大学学長 ◎
委 員 村上　　稔 連合東京副事務局長（政策局長） ○
委 員 吉岡　泰子 一般社団法人東京都小学校PTA協議会副会長 ○ 平成29年8月から
専門委員 齊藤　　真 三鷹市子ども政策部調整担当部長子ども育成課長事務取扱 ○ 平成29年7月から
専門委員 椎名　裕治 文京区子ども家庭部長 ○ 平成28年4月から
専門委員 清水　信行 奥多摩町福祉保健課長 ○
専門委員 林　　顕一 文京区男女協働子育て支援部長 ○ 平成28年3月まで
専門委員 正木　忠明 東京都医師会理事 ○
専門委員 宮﨑　　望 三鷹市子ども政策部長 ○ 平成29年4月まで

◎部会長　※オブザーバー
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第三期（平成29年12月～平成31年12月）東京都子供・子育て会議　委員名簿
（五十音順・敬称略） 平成30年３月１日現在

区　分 氏　　名 所　　　　属 計画策定・
推進部会

委 員 安念　潤司 中央大学法科大学院教授 ○

委 員 伊東　愛美 （都民公募） ○

委 員 内野　光裕 東京都私立幼稚園連合会副会長 ○

委 員 桶田　ゆかり 東京都国公立幼稚園・こども園長会会長 ○

委 員 小野　さとみ NPO法人町田市学童保育クラブの会わんぱく学童保育クラブ施設責任者 ○

会 　 長 柏女　霊峰 淑徳大学総合福祉学部教授 ※

副 会 長 河邉　貴子 聖心女子大学教育学科教授 ○

委 員 河村　文夫 奥多摩町長

委 員 城所　真人 東京都社会福祉協議会保育部会部会長 ○

委 員 清原　慶子 三鷹市長

委 員 久保　知子 連合東京総務・企画局次長 ○

委 員 小山　貴好  学校法人常盤学園理事長（幼保連携型・羽根木こども園） ○

委 員 今野　　徹 東京都民間保育園協会事務局長 ○

委 員 市東　和子 東京都民生児童委員連合会副会長 ○

委 員 篠原　孝子 聖徳大学大学院講師 ○

委 員 杉崎　友則 東京商工会議所産業政策第二部副部長 ○

委 員 須藤　義一 株式会社アンジェリカ代表取締役 ○

委 員 成澤　廣修 文京区長

委 員 福元　　與 社会福祉法人武蔵野会児童発達支援センターすぎな愛育園施設長 ○

副 会 長 松原　康雄 明治学院大学学長 ◎

委 員 矢島　洋子 三菱UFJリサーチ&コンサルティング株式会社共生社会室室長主席研究員 ○

委 員 山内　　豊 （都民公募） ○

委 員 横田　綾子 株式会社コミニティハウス代表取締役 ○

委 員 吉岡　泰子 一般社団法人東京都小学校ＰＴＡ協議会副会長 ○

委 員 吉田　大樹 NPO法人グリーンパパプロジェクト代表理事労働・子育てジャーナリスト ○

専門委員 齊藤　　真 三鷹市子ども政策部調整担当部長子ども育成課長事務取扱 ○

専門委員 椎名　裕治 文京区子ども家庭部長 ○

専門委員 清水　信行 奥多摩町福祉保健課長 ○

専門委員 正木　忠明 東京都医師会理事 ○
◎部会長　※オブザーバー
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東京都子供・子育て会議の審議経過等
開催日 検　討　事　項

●第１回
全体会議

平成25年10月25日 ・子ども・子育て支援新制度について
・�東京都子供・子育て支援事業支援計画（仮称）の策定に
ついて
・東京都の幼児教育・保育等の状況について

第１回
計画策定部会

平成25年12月18日 ・計画の基本理念、施策の方向性と取組事項について

第２回
計画策定部会

平成26年２月18日 ・計画の基本理念、施策の方向性と取組事項について
　※第１回計画策定部会の意見を踏まえて

第１回
認定こども園部会

平成26年２月25日 ・幼保連携型認定こども園の認可基準について

第３回
計画策定部会

平成26年５月12日 ・取組事項の具体的な検討
　　◇幼児期の学校教育・保育の充実
　　◇地域の子供・子育て支援の充実

第２回
認定こども園部会

平成26年６月６日 ・幼保連携型認定こども園の認可基準について

第４回
計画策定部会

平成26年７月４日

※第２回全体会議と同日

・取組事項の具体的な検討
　　◇妊娠期からの切れ目のない支援
　　◇次代を担う子供たちの教育、育成支援
　　◇子育てしやすい環境の整備

●第２回
全体会議

平成26年７月４日 ・幼保連携型認定こども園の認可基準について
・計画部会における検討状況について

第５回
計画策定部会

平成26年９月９日 ・取組事項の具体的な検討
　　◇特別な支援を必要とする子供や家庭への支援

●第３回
全体会議
第６回

計画策定部会

平成26年10月10日
※　合同開催

・�教育・保育、地域子供・子育て支援事業の「量の見込み」
「確保方策」

第７回
計画策定部会

平成26年11月6日 ・取組事項の具体的な検討
　　◇子供・子育て支援を担う人材の確保・資質の向上
・子供・子育て支援施策の推進体制

第８回
計画策定部会

平成27年２月10日 ・計画素案について

平成27年２月12日
～２月25日

・「計画素案」パブリックコメントの実施

●第４回
全体会議

平成27年３月26日 ・計画（案）について

第９回
計画策定部会

平成27年10月14日 ・計画の中間評価に向けたスケジュールについて

●第５回
全体会議
第10回

計画策定部会

平成28年２月１日
※　合同開催

・次世代行動計画（後期）の評価・分析報告
・評価指標等検討
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開催日 検　討　事　項

●第６回
全体会議
第11回

計画策定部会

平成28年４月27日
※　合同開催

・�幼保連携型認定こども園の学級の編制,職員,設備及び運営
に関する基準の改正について
・�東京都子供・子育て会議における評価に関する意見と方
向性（案）について

●第７回
全体会議
第12回

計画策定部会

平成28年８月23日
※　合同開催

・�東京都子供・子育て支援総合計画の中間評価に向けた評
価指標（案）について

●第８回
全体会議

平成28年12月12日 ・東京都子供・子育て支援総合計画の進捗状況について

●第９回
全体会議
第13回

計画策定部会

平成29年８月９日
※　合同開催

・東京都子供・子育て支援総合計画の中間見直しについて

●第10回
全体会議

平成29年11月30日 ・東京都子供・子育て支援総合計画の進捗状況について
・東京都子供・子育て支援総合計画の中間見直しについて

●第11回
全体会議

平成30年２月５日 ・東京都子供・子育て支援総合計画の中間見直しについて

平成30年２月15日
～２月28日

・「計画中間見直し版（案）」パブリックコメントの実施

●第12回
全体会議

平成30年３月22日 ・東京都子供・子育て支援総合計画の中間見直しについて
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